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2013年度政府予算編成に関する要請書

　国民生活の安定に尽力されている貴職に対し敬意を表します。

　さて、2013年度予算編成にむけた作業が進められている段階にあたり、下記の課題についてのご検討と積極的な対応を要請します。

記

（重点課題）

【災害復興関係】

1.　災害時において学校給食調理施設の使用の緩和について、平成23年３月16日付で文部科学省スポーツ・青少年局学校健康教育課から事務連絡を発出しているが、さらなる災害対応の充実をはかるため、各自治体における災害対策マニュアル等に調理施設の使用制限緩和について盛り込まれるよう働きかけること。また学校給食関連施設で働く調理員が近隣居住地域の調理施設で災害支援が行えるよう、体制整備を行うこと。

2.　東日本大震災から１年を経た被災地域の復興を推進するには、大学のみならず地方自治体や公設試験研究機関との連携と協力が不可欠である。これらにかかる公設試験研究機関の取り組みに際し、とくに基礎的な備品である測定機や分析機等を整備できる事業を検討すること。

【学校用務員関係】

1.　学校における安全の確保について国と自治体の責任を明確にした「学校安全対策基本法」の制定を進めること。また現在、学校用務員が学校内の施設等の安全点検業務を担っているが、学校安全対策に関わる学校用務員の位置づけが明確でないため、確実な業務遂行にとっての障害となっている。学校の安全対策を進めるために、学校保健安全法の付帯決議および教育振興基本計画で示された「専ら学校安全対策に従事する者」に学校用務員を位置づけること。

【公教育の無償化について】

1.　学校における経理事故の防止と適正化をはかるため、地方自治法等の関係諸法令を遵守した会計処理がなされるよう、必要な措置を行うこと。とくに実施自治体の増加している学校給食費の公会計化については、関係省庁とも協議のうえ過去の行政実例を見直し、早急な改善をはかること。

【公設試験研究機関関連】

1.　2013年度予算における施策・事業のなかで、地方自治体の試験研究機関が関与できるまたは関与している事業について、また、地域科学振興政策の方針転換や、新たな予算策定の指針などがあれば、内容を明らかにすること。

以　　上

（個別課題）

【災害復興関係】

1.　福島第一原子力発電所の事故から１年数ヵ月が過ぎ、いまだ学校給食食材の放射線に対する不安が解消しない日々が継続している。ホームページだけではなく、マスメディアなどさまざまな媒体を利用し正確な情報を迅速に提供すること。

2.　学校機能の早期復旧と今後の災害対策等にかかる施設拡充のための財政措置を行うこと。児童生徒・教職員の心理的ケアには長期的な取り組みが必要であることから、継続した財政措置を行うこと。また、長期的な視点に立った学校施設の復旧整備や被災地児童生徒への就学支援が必要であることから、正規職員による学校事務職員の加配が行われるよう措置すること。

3.　通学困難となった児童生徒の通学手段の確保について、今後も十分な財政支援措置を講ずること。また、復興に当たっては地域住民、児童生徒、教職員の意向を尊重した計画を策定し、特別な財政措置を講ずること。

4.　放射能汚染対策については、子どもたちの安全確保と通常の教育活動を保障するために、速やかに、かつ、正確な情報を地方自治体に伝達し、その対応に必要な予算を措置すること。

【学校用務員関係】

1.　災害時に避難所となり災害対応の拠点にもなる学校施設について、非構造部材を含めた耐震化推進のための予算を確保すること。さらに地域防災拠点としての学校の機能をより充実させるため、地域と一体となった学校防災組織の担当者として学校用務員を位置づけるとともに、「学校防災アドバイザー」講習会など必要な研修が受けられるよう予算措置を講ずること。

【学校給食関係】

1.　大規模食中毒・２次感染を防止するため、食中毒感染が疑われる給食調理員からの申請により、出勤免除の規定を定めること。また老朽化している学校給食調理室の改修に対する予算措置を強化すること。

2.　地域コミュニティのなかで学校は中心的役割を果たしている。その核となる学校から「食育」について地域住民を支える機能を十分に発揮できるよう、給食職場で働く現行の人的資源を活用するため食育推進基本計画にその役割を明文化し、社会横断的な「食育」について周知・徹底すること。また専門調理師および食育推進員制度の活用および研修の更なる指導・周知に努めること。

3.　学校給食調理員は、学校教育の推進に欠かせない職種でありながら、学校教育法においても、改正学校給食法等においても職の位置づけがされていない。その役割を十分認識するとともに、法制度上の整備を行うこと。

【公教育の無償化について】

1.　義務教育の実質無償化を実現するため、保護者負担金の実態を把握し、その縮減に必要な財源措置や制度改革を行うこと。また、就学援助制度の拡充と条件整備を一層推進すること。

2.　高校授業料の実質無償化の継続をはかるとともに、高校在学中はすべて無償とし、交付税の対象とすること。また、学校徴収金にかかる保護者への経済的負担を軽減するため、公費予算の増額および給付型奨学金の拡充を行うこと。

3.　さらに学校徴収金の会計処理に混乱が生じないよう、関係省庁とも協議のうえ、適正な会計処理についての判断を示すこと。

【教職員人件費について】 

1.　義務教育費国庫負担制度の検討にあたっては、税財源の移行措置をともなわない廃止・縮減は行わないこと。とくに学校事務職員のみの廃止・縮減を行わないこと。

2.　政令指定都市への負担先変更、中核市への人事権付与など地方分権に立脚した措置を積極的に推進すること。

【学校事務職員の定数について】

1.　都道府県立学校事務職員の定数算定にあたっては、防災拠点など学校が果たす役割を考慮し安定した校務運営を保障するため、事務長を含めて最低３人以上とすること。

2.　義務制学校事務職員の定数算定にあたっては、子どもに及ぼす経済格差を解消するために、就学困難な児童生徒にかかる加配を重点的に改善すること。とくに自治体における準要保護児童生徒の認定時期を考慮した加配措置が行われるよう配慮すること。また、大規模校への複数配置基準を改善すること。

3.　定数内欠員および臨時・非常勤等職員による配置の実態を調査し、本採用職員による配置にむけた改善をはかること。

【学校環境整備について】

1.　活動に使用する教材等についての予算措置を拡充すること。なお、その拡充にかかる予算は文科省の審査等を必要としない地方主権に立った財政措置とし、自治体において実質的な改善がはかられるよう具体策を講じること。

2.　学校施設の地域実態に応じた多機能化を推進すること。また、インクルーシブ教育の推進や災害時避難場所としての役割を考慮し、ユニバーサルデザインに立った学校施設整備指針の策定と改修等に必要な財源措置を早急に講じること。また、災害時における児童生徒の安全確保や地域防災拠点としての学校の機能を強化すること。

【児童手当による学校給食費等の徴収について】

1.　児童手当法の一部を改正する法律の施行にともなう給食費等の徴収については、保護者と学校、教育委員会事務局、児童手当担当部門との間で煩雑な事務が生じることが予測される。また、児童手当支給時期の関係から食材提供業者等への支払いに混乱を生じるなど検討すべき課題が多くある。さらに、給食費を含めた学校徴収金が私費会計として処理されている場合、法的根拠（例え首長の権限を学校に委任したとしても）や責任の所在が不明確である。給食費の公会計処理を早急に実施するとともに、未納者のみならずすべての児童生徒について、保育料と同様に児童手当から自動徴収が可能となるよう改善をはかること。

【就学奨励費にかかる事務処理の簡素化について】

1.　就学奨励費にかかる事務処理について、領収書等による実費支給の手続きが煩雑化を招いているため、保護者手続きの負担軽減や会計処理の適正化の観点から、事務処理の見直しを行うこと。

【生涯学習の充実等について】

1.　生涯学習政策の振興にむけて、自治体の厳しい財政状況を認識し、財政措置を含め、国として適切な対応を行うこと。とりわけ、社会教育主事、司書、学芸員などの専門職の配置について、社会教育法等の趣旨を踏まえて充実をはかること。

2.　公民館・博物館・図書館等の公的社会教育施設の管理運営について、2010年12月28日付総行経第38号「指定管理者制度の運用について」の趣旨を尊重し適切に対応すること。

【公設試験研究機関関連】

1.　科学技術振興機構（ＪＳＴ）の地域拠点プラザとサテライトの廃止に際し、地域で培ってきた資源、地域の技術シーズの有効活用、企業や経済状況に精通した公設試験研究機関や自治体などとの有機的な連携をはかるための機能を継続させる方策を明らかにするとともに、そこで働く労働者の処遇について十分配慮すること。

2.　ＪＳＴの実施してきた「研究成果最適展開支援プログラム（Ａ－ＳＴＥＰ）ＦＳステージ探索タイプ」のように地域の公設試験研究機関が応募できる仕組みの継続と採択率の維持向上に努めること。

3.　文部科学省が毎年実施している「都道府県の科学技術に関する予算調査」について、資料編最新版の提供を行うとともに、可能な限り公設試験研究機関に公表すること。

以　　上
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